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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第102期
第２四半期
連結累計期間

第103期
第２四半期
連結累計期間

第102期
第２四半期
連結会計期間

第103期
第２四半期
連結会計期間

第102期

会計期間

自　平成21年 
　　４月１日 
至　平成21年 
　　９月30日

自　平成22年 
　　４月１日 
至　平成22年 
　　９月30日

自　平成21年 
　　７月１日 
至　平成21年 
　　９月30日

自　平成22年 
　　７月１日 
至　平成22年 
　　９月30日

自　平成21年 
　　４月１日 
至　平成22年 
　　３月31日

売上高 (百万円) 4,628 7,044 2,441 3,611 10,380

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △156 847 △38 404 25

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(百万円) △102 518 △45 245 154

純資産額 (百万円) ─ ─ 41,350 41,680 41,671

総資産額 (百万円) ─ ─ 44,639 45,241 45,272

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 1,490.931,502.831,502.48

１株当たり四半期（当
期）純利益金額又は１
株当たり四半期純損失
金額（△）

(円) △3.70 18.70 △1.65 8.84 5.57

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 92.6 92.1 92.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 976 1,084 ─ ─ 1,849

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,385 265 ─ ─ △4,310

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △150 △140 ─ ─ △290

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ─ 4,417 4,413 3,215

従業員数 (人) ─ ─ 755 791 753

(注)  １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について、第103期第２四半期連結累計（会計）期間

及び第102期においては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第102期第２四半期連結累

計（会計）期間においては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(人) 791

(注)  従業員数は、就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(人) 772

(注)  従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除く）であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日）

前年同四半期比(％)

減速機（百万円） 2,476 ─

歯車（百万円） 1,030 ─

合計（百万円） 3,507 ─

(注) １  金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注状況

当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

減速機 2,546 ─ 812 ─

歯車 1,128 ─ 827 ─

合計 3,675 ─ 1,639 ─

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日）

前年同四半期比(％)

減速機（百万円） 2,502 ─

歯車（百万円） 1,072 ─

不動産賃貸（百万円） 37 ─

合計（百万円） 3,611 ─

(注) １  セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２  前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販

売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日）

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

高津伝動精機（株） 285 11.7 340 9.4

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　
（１）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア諸国の好況に支えられた堅調な輸出及び政

府の経済対策の効果等により、企業業績は回復基調で推移いたしました。

当社グループを取り巻く業界におきましては、外需を中心に設備投資の回復傾向が続き、堅調に推移い

たしました。

その結果、当第２四半期連結会計期間の連結売上高は、3,611百万円（前年同四半期比47.9％増）とな

りました。

利益面におきましては、売上高の回復に伴う粗利益の増加等により、営業利益354百万円（前年同四半

期は営業損失130百万円）となりました。また、経常利益は受取利息45百万円等により404百万円（前年同

四半期は経常損失38百万円）となり、四半期純利益は245百万円（前年同四半期は四半期純損失45百万

円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①減速機

国内売上は設備投資の回復等により1,893百万円となりました。海外売上は、韓国、東南アジア向けの増

加により608百万円となり、売上高合計は2,502百万円となりました。セグメント利益におきましては、売

上高の回復に伴う粗利益の増加等により286百万円となりました。

②歯車

国内売上は景気回復等に伴う全業種の受注増により1,024百万円となりました。海外売上は北米市場向

け電動工具用歯車の減少により47百万円となり、売上高合計は1,072百万円となりました。セグメント利

益におきましては、売上高の回復に伴う粗利益の増加等により30百万円となりました。

③不動産賃貸

愛知県名古屋市内に賃貸マンション２棟を運営しております。売上高は37百万円となり、セグメント利

益は22百万円となりました。

　
（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第２四半期

連結会計期間末と比べ4百万円減少し、4,413百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、1,025百万円（前年同四半期比27.0％増）となりました。資金の増加

要因として税金等調整前四半期純利益403百万円、減価償却費321百万円、その他の流動負債の増加額240

百万円があり、資金の減少要因として売上債権の増加額199百万円があります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、806百万円（前年同四半期比66.7％減）となりました。資金の増加要

因として有価証券の売却及び償還による収入899百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入800百

万円があり、資金の減少要因として投資有価証券の取得による支出2,365百万円があります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、百万円未満であり、これは、リース債務の返済による支出および自己

株式の取得による支出であります。

　
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　
（４）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、100百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の

新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,256,300

計 68,256,300

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,194,673 29,194,673
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第二部

単元株式数
100株

計 29,194,673 29,194,673 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

─ 29,194 ─ 3,475 ─ 2,575
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ブラザー工業株式会社 名古屋市瑞穂区苗代町１５－１ 6,523 22.3

株式会社ニッセイ 愛知県安城市和泉町井ノ上１－１ 1,459 5.0

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 1,087 3.7

ニッセイ取引先持株会 愛知県安城市和泉町井ノ上１－１ 957 3.2

安井　寛子 名古屋市瑞穂区 874 2.9

住友生命保険相互会社
（常任代理人日本トラスティ・
　   サービス信託銀行株式会
社）

東京都中央区築地７－１８－２４
（東京都中央区晴海１－８－１１）

784 2.6

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 620 2.1

UBS AG LONDON A/C IPB
SEGREGATED CLIENT ACCOUNT
（常任代理人
  シティバンク銀行株式会社）

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL
SWITZERLAND
（東京都品川区東品川２-３-１４）

593 2.0

安井　兼義 名古屋市南区 585 2.0

野村信託銀行株式会社
（投信口）

東京都千代田区大手町２－２－２ 500 1.7

計 ― 13,986 47.9

(注) １　当第２四半期会計期間末現在における、野村信託銀行株式会社の信託業務の株式数については、当社として

把握することができないため記載しておりません。

２　株式会社ニッセイの所有株式数1,459千株は、自己株式であり、会社法第308条第２項により議決権は有して

おりません。

３　千株未満を切り捨てて表示しております。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,459,700

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式27,708,900 277,089 ─

単元未満株式 普通株式    26,073 ― ─

発行済株式総数 　　　  29,194,673 ― ―

総株主の議決権 ― 277,089 ―

(注) 　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ニッセイ

愛知県安城市和泉町井ノ
上１番地１

1,459,700 ─ 1,459,700 5.0

計 ― 1,459,700 ─ 1,459,700 5.0

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 740 735 670 667 654 692

最低(円) 650 634 622 630 602 604

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 406 308

受取手形及び売掛金 3,535 2,942

有価証券 9,183 9,173

製品 212 276

仕掛品 1,381 1,460

原材料及び貯蔵品 320 288

未収還付法人税等 14 32

その他 193 342

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 15,244 14,821

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,149 4,271

機械装置及び運搬具（純額） 3,612 3,945

その他（純額） 2,625 2,597

有形固定資産合計 ※
 10,387

※
 10,814

無形固定資産 34 41

投資その他の資産

投資有価証券 16,869 16,884

その他 2,721 2,725

貸倒引当金 △16 △15

投資その他の資産合計 19,574 19,594

固定資産合計 29,996 30,451

資産合計 45,241 45,272

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,039 752

未払法人税等 21 10

未払費用 844 765

その他 197 361

流動負債合計 2,102 1,890

固定負債

退職給付引当金 541 746

役員退職慰労引当金 94 91

繰延税金負債 787 860

その他 34 11

固定負債合計 1,457 1,710

負債合計 3,560 3,601
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,475 3,475

資本剰余金 2,575 2,575

利益剰余金 35,455 35,075

自己株式 △1,283 △1,283

株主資本合計 40,223 39,843

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,523 1,883

為替換算調整勘定 △65 △56

評価・換算差額等合計 1,457 1,827

純資産合計 41,680 41,671

負債純資産合計 45,241 45,272

EDINET提出書類

株式会社ニッセイ(E01641)

四半期報告書

13/27



　(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
    至 平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日
    至 平成22年９月30日）

売上高 4,628 7,044

売上原価 3,912 5,025

売上総利益 715 2,019

販売費及び一般管理費

従業員給料 292 322

その他 837 938

販売費及び一般管理費合計 1,130 1,261

営業利益又は営業損失（△） △414 758

営業外収益

受取利息 84 91

受取配当金 54 45

物品売却益 17 41

助成金収入 102 －

その他 70 6

営業外収益合計 330 185

営業外費用

支払利息 0 1

売上割引 21 32

為替差損 24 45

デリバティブ評価損 － 7

デリバティブ費用 14 8

その他 10 1

営業外費用合計 71 96

経常利益又は経常損失（△） △156 847

特別利益

貸倒引当金戻入額 1 －

特別利益合計 1 －

特別損失

固定資産除却損 35 1

その他 － 0

特別損失合計 35 2

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△190 845

法人税、住民税及び事業税 4 10

法人税等調整額 △92 315

法人税等合計 △87 326

少数株主損益調整前四半期純利益 － 518

四半期純利益又は四半期純損失（△） △102 518
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第2四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日
    至 平成21年９月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日
    至 平成22年９月30日）

売上高 2,441 3,611

売上原価 2,020 2,610

売上総利益 421 1,000

販売費及び一般管理費

従業員給料 144 161

その他 406 484

販売費及び一般管理費合計 551 646

営業利益又は営業損失（△） △130 354

営業外収益

受取利息 43 45

受取配当金 12 9

デリバティブ評価益 － 19

物品売却益 11 20

助成金収入 33 －

その他 35 2

営業外収益合計 136 98

営業外費用

支払利息 0 0

売上割引 11 17

為替差損 16 25

投資事業組合運用損 9 0

デリバティブ費用 6 4

その他 － 0

営業外費用合計 44 48

経常利益又は経常損失（△） △38 404

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

固定資産除却損 35 0

その他 － －

特別損失合計 35 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△73 403

法人税、住民税及び事業税 2 5

法人税等調整額 △30 152

法人税等合計 △27 158

少数株主損益調整前四半期純利益 － 245

四半期純利益又は四半期純損失（△） △45 245
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△190 845

減価償却費 766 644

退職給付引当金の増減額（△は減少） △274 △204

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 1

受取利息及び受取配当金 △139 △136

助成金収入 △102 －

支払利息 0 1

固定資産除却損 35 1

売上債権の増減額（△は増加） 733 △600

たな卸資産の増減額（△は増加） △110 108

仕入債務の増減額（△は減少） △48 298

その他の流動負債の増減額（△は減少） △119 △66

その他 △142 41

小計 407 934

利息及び配当金の受取額 135 136

利息の支払額 △0 △1

助成金の受取額 138 －

法人税等の支払額 △1 △18

法人税等の還付額 296 32

営業活動によるキャッシュ・フロー 976 1,084

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △701 －

有価証券の売却及び償還による収入 1,800 3,099

有形固定資産の取得による支出 △193 △236

無形固定資産の取得による支出 △8 △0

投資有価証券の取得による支出 △3,770 △3,396

投資有価証券の売却及び償還による収入 500 800

出資金の払込による支出 △13 －

貸付けによる支出 △1 △0

貸付金の回収による収入 2 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,385 265

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 － △1

自己株式の売却による収入 0 －

自己株式の取得による支出 △12 △0

配当金の支払額 △138 △138

財務活動によるキャッシュ・フロー △150 △140

現金及び現金同等物に係る換算差額 15 △12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,545 1,198

現金及び現金同等物の期首残高 5,962 3,215

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,417

※
 4,413
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
　　至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

１　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２　前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「デリバティブ評

価益」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしま

した。なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「デリバティブ評価益」は24百万

円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年９月30日）

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に

算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度

末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２  棚卸資産の評価方法 当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算定する方法によっております。

３  法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額は、32,497百万円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、31,947百万円であ

ります。
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(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

該当事項はありません。

　

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 241百万円

有価証券勘定 8,567百万円

計 8,808百万円
取得日から償還日までの期間が
３ヶ月を超える債券等

△4,390百万円

現金及び現金同等物 4,417百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 406百万円

有価証券勘定 9,183百万円

計 9,590百万円
取得日から償還日までの期間が
３ヶ月を超える債券等

△5,177百万円

現金及び現金同等物 4,413百万円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自平成22年４月１日  

至平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,194,673

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,459,797

　

３  配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月13日
取締役会

普通株式 138 5 平成22年３月31日 平成22年６月１日 利益剰余金

　

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 194 7 平成22年９月30日 平成22年11月25日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自平成21年７月１日  至平成21年９月30日)

　
動力伝導
装置事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
売上高

2,401 38 2 2,441 ― 2,441

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ 1 ─ 1 (  　1) ―

計 2,401 39 2 2,443 (  　1) 2,441

営業利益又は
営業損失（△）

△153 26 △1 △129 (  　1) △130

　

前第２四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年９月30日)

　
動力伝導
装置事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
売上高

4,548 76 3 4,628 ― 4,628

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ 3 ─ 3 (  　3) ―

計 4,548 80 3 4,631 (  　3) 4,628

営業利益又は
営業損失（△）

△460 51 △3 △412 (  　2) △414

(注) １　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な内容

事業区分 主な内容

動力伝導装置事業 減速機、歯車等の製造・販売

不動産賃貸事業 不動産賃貸

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自平成21年７月１日  至平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

米国　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する売上高 2,221 220 2,441 ― 2,441

  (2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

147 ─ 147 (  147) ―

計 2,368 220 2,589 (  147)2,441

営業利益又は営業損失（△） △134 4 △130 (  △0) △130
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前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

米国　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する売上高 4,210 417 4,628 ― 4,628

  (2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

319 ─ 319 (  319) ―

計 4,530 417 4,947 (  319)4,628

営業利益又は営業損失（△） △414 5 △408 (    5)△414

　

【海外売上高】

前第２半期連結会計期間(自平成21年７月１日  至平成21年９月30日)

　 アジア 米州 欧州 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 167 220 0 388

Ⅱ  連結売上高(百万円) 　 　 　 2,441

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

6.9 9.0 0.0 15.9

　

前第２半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日)

　 アジア 米州 欧州 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 307 417 0 725

Ⅱ  連結売上高(百万円) 　 　 　 4,628

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

6.7 9.0 0.0 15.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近設度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

アジア：東アジア、東南アジア、オセアニア

米州　：米国、カナダ

欧州　：イギリス

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期

間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会および

執行役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

当社は、主に動力伝導装置等の生産・販売と不動産賃貸事業を展開しております。動力伝導装置等の生産

・販売につきましては、製品別の戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は製品・サービス別のセグメントから構成されており、「減速機」、「歯車」並びに

「不動産賃貸」の３つを報告セグメントとしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自平成22年４月１日  至平成22年９月30日)

　 　 　 （単位：百万円）

　 減速機 歯車 不動産賃貸 合計

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,865 2,104 74 7,044

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 ─ 3 3

計 4,865 2,104 78 7,048

セグメント利益 593 89 48 731

　

当第２四半期連結会計期間(自平成22年７月１日  至平成22年９月30日)

　 　 　 （単位：百万円）

　 減速機 歯車 不動産賃貸 合計

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,502 1,072 37 3,611

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 ─ 1 1

計 2,502 1,072 38 3,613

セグメント利益 286 30 22 340
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自平成22年４月１日 至平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 731

セグメント間取引消去 △2

全社費用(注) △2

売上割引 32

四半期連結損益計算書の営業利益 758

　

当第２四半期連結会計期間(自平成22年７月１日 至平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 340

セグメント間取引消去 △1

全社費用(注) △1

売上割引 17

四半期連結損益計算書の営業利益 354

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ニッセイ(E01641)

四半期報告書

22/27



(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 1,502.83円
　

　 　

１株当たり純資産額 1,502.48円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 3.70円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純利益金額 18.70円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）(百万円) △102 518

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失（△）(百万円)

△102 518

期中平均株式数（千株） 27,738 27,734
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前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 1.65円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純利益金額 8.84円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

(注) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）(百万円) △45 245

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失（△）(百万円)

△45 245

期中平均株式数（千株） 27,735 27,734

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけ

るリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２ 【その他】

平成22年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 194百万円

（ロ）１株当たりの金額 ７円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成22年11月25日

(注)  平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２１年１１月１１日

株式会社ニッセイ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渋    谷    英    司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    山    隆    夫    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ニッセイの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２１年４月１

日から平成２１年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッセイ及び連結子会社の平成２１

年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年１１月８日

株式会社ニッセイ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渋    谷    英    司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    山    隆    夫    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ニッセイの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成２２年７月１日から平成２２年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２２年４月１

日から平成２２年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッセイ及び連結子会社の平成２２

年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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